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○実施概要

○調査時期

2021年10月1日～10月14日

○調査対象

北陸経済連合会会員企業

○回収率

回答率47.2％（送付企業301社、回収数142社）　

○調査企業概要

　北陸の景気動向や業況その他について、会員の意見、要望を迅速かつ的確に把握し、各
方面への要望活動に活かすため、北陸地域の景況などに関するアンケート調査を実施し
た。[今回で46回目]
　以下、その結果を報告する。

1. アンケート調査実施概要

本社の所在地 回収数 割合 業   種 回収数 割合
富山県 55 38.7% 食料品製造業 4 2.8%
石川県 47 33.1% 繊維工業 1 0.7%
福井県 14 9.9% 製 木材・紙・パルプ製造業 1 0.7%
北陸三県以外 26 18.3% 出版・印刷・同関連業 5 3.5%

計 142 100.0% 造 化学工業 2 1.4%
鉄鋼業・非鉄金属製造業 6 4.2%

業 金属製品製造業 9 6.3%
資 本 金 回収数 割合 機械工業 7 4.9%

1億円未満 40 28.2% その他製造業 11 7.7%
1億円～10億円未満 45 31.7% 小計 46 32.4%
10億円以上 57 40.1% 卸売業 19 13.4%

計 142 100.0% 小売業 4 2.8%
非 建設業 21 14.8%

電気・ガス・水道業 1 0.7%
製 運輸業 5 3.5%

調査結果の取りまとめにおいては、規模別を 農・林・漁業 0 0.0%
以下の基準で分類することとする。 造 鉱業 0 0.0%
【規模別】 金融業・保険業 16 11.3%
　　中小企業：資本金1億円未満 業 不動産 2 1.4%
　　中堅企業：資本金1億円以上10億円未満 サービス業 14 9.9%
　　大企業　：資本金10億円以上 その他の非製造業 14 9.9%

小計 96 67.6%
計 142 100.0%
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１．デジタル化の動向について

・

・

※業績判断BSI：各社の業績が前期より（「改善」「やや改善」）―（「悪化」「やや悪化」）回答社数構成比

すでに取り組んでいるデジタル化の分野としては、「ペーパーレス化」（58.5％）が最も
多く、「テレワーク環境の整備」（57.0％）、「ＲＰＡ（業務の自動化・省力化）」
（35.2％）と続いている。業種別では、製造業では「テレワーク環境の整備」（56.5%)、
非製造業では「ペーパーレス化」（64.6%）がそれぞれ最も多い。
今後、取り組むべきデジタル化の分野としては、「ＲＰＡ（業務の自動化・省力化）」
（37.3％）が最も多く、続いて「ペーパーレス化」（30.3％）、「ＡＩ:（人工知能）」
（29.6％）となっている。規模別では、大企業は「ＡＩ：（人工知能）」(40.4%)で最も
多く、中堅企業は「ＲＰＡ（業務の自動化・省力化）」（37.8%）、中小企業も同じく
「ＲＰＡ（業務の自動化・省力化）」（40.0%）となっている。

2021年上期の業績判断BSI※は±0となり、前期より減少した。現在
の業績水準は「良い」（26.0%）とする企業よりも「悪い」
（28.9%）とする企業が上回っており、厳しい状況が続いている。

来期（2021年度下期）の見通しについては今期と比べて「良くなる」「やや良くなる」と
答えた企業が57.8％で、「やや悪くなる」「悪くなる」の6.3％を大きく上回っており、
更に改善を見込む企業が多くなっている。

2021年度上期の業績については、前期（2020年度下期）と比べて「改善した」「やや改善
し」と答えた企業が30.2％で、「やや悪化した」「悪化した」の30.2%となり、同率と
なっている。「変わらない」と答えた企業は36.6%となっている。
2021年度上期の業績について、業績判断BSI（「改善」と答えた割合から「悪化」を引い
た値）でみると、今期は0.0となっている。
現在の業績水準については、「大変良い」「良い」とみている企業が26.0%(前回18.1%)、
「どちらともいえない」とみている企業が43.7％（前回34.1%）、「悪い」「大変悪い」
とみている企業が28.9%(前回46.4%)と、「良い」とみている企業より「悪い」とみている
企業が2.9ポイント上回っている。
来期（2021年度下期）の見通しの業績判断BSIは27.4（今期0.0）と改善を見込む企業が上
回っている。
経営上の課題では、「円滑な資金調達」(66.2%)が最も多く、次いで「国内営業の強化」
(54.9％)、「人材育成・確保」(31.7%)、「新規事業・新商品開発」（26.1％）が続いて
いる。業種別でみると、製造業でも「円滑な資金調達」（52.2％）が最も多く、非製造業
でも「円滑な資金調達」（72.9％）が最も多くなっている。
規模別でみても、大企業で「円滑な資金調達」（59.6％）が最も多く、中堅企業では「国
内営業の強化」（62.2%)、中小企業では「円滑な資金調達」（85.0%）が最も多くなって
おり、全ての規模の企業で「円滑な資金調達」が課題となっている。

2021年度上期の景気動向については、前期（2020年度下期）と比べて「良くなった」「や
や良くなった」と答えた企業が33.8%で、「やや悪くなった」「悪くなった」の20.4%を小
幅ながら上回っている。「変わらない」と答えた企業が45.1％となっている。
2021年度上期の景気について、景気判断BSI（図表2、※）では13.4となり、前回調査
(2020年度下期）の4.3から上昇している。業種別にみても、製造業が23.9(前回14.6）、
非製造業が8.3（前回▲1.1）と、どちらも上昇している。

現在の景気が「すでに回復」「回復基調」とした企業に、回復した理由を尋ねたところ、
「設備投資の回復」が53.1%と最も多くなっている。

2021年上期の景気判断BSI※は、前期から引き続き上昇している。良
くなったと回答した理由として、設備投資の回復が最も多くなって
いる。来期の見通しは、更に改善を見込んでいる。

※景気判断BSI：北陸地域の景気が（「良くなった」「やや良くなった」）―（「悪くなった」「やや悪くなった」）回答社数構成比

２. アンケート調査結果概要

北陸の景気動向

業績

[ 総 括 ]

その他
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２．国際化について
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・
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・
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・
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・
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2021年4月に改正高年齢者雇用安定法が施行されたことで、70歳までの就業確保措置を講じるこ
とが「努力義務」となったことに対し「知っている」と回答した企業は90.8%であった。規模別であっ
ても大企業が94.7％、中堅企業が93.3％、中小企業が82.5％と、大半の企業は「知っている」と回
高年齢者雇用について、改正高年齢者雇用安定法の施行があり、70歳までの就業確保措置
の努力義務について、「知っている」と答えた企業が、高年齢者雇用の対応については
「何もしていない」が最も多く（52.7%）だった。
高年齢者雇用について、改正高年齢者雇用安定法の施行があったが、現在その対応を「何もし
ていない」と回答した企業は、「今後の対応について」の質問には「状況を見て対応していく」と回
答し、57.5%で最も多かった。

今後、国際化について「拡大する」と答えた企業は28.9％（前回30.6％【2019年10月調
査】）、「現状維持」は28.2%（前回22.3％）、「今後とも国際化には取り組まない」は
32.4％（前回「検討していない」46.5％）であった。

生産拠点・市場としてはベトナムが最も有望な進出先とみている。
国際化対応の人材不足が大きな課題となっている。

国際化を進める上での障壁、課題は「国際化対応人材の不足」が52.1％と最も多く、続い
て「情報・ノウハウの不足」と「現地パートナーの確保」が同率で31.7％、「進出先の政
情不安」21.8％となっている。

今後5年程度で、生産拠点として有望な国・地域について、ベスト３はベトナム
（26.8％）、中国（20.4％）、インド（16.9％）となった。（図表22）前回【2019年10月
調査】はベトナム（21.7%）、インド（10.8%）、タイ（8.3%）となっていた。
今後5年程度で、市場として有望な国・地域について、ベスト３はベトナム（28.2％）、
タイ（11.3％）、インド（9.9％）となった。（図表23）前回【2019年10月調査】はイン
ド（15.9%）、ベトナム（15.3%）、中国（12.7%）となっていた。

国際化を進める上で、行政や経済団体に望むことは、「情報・ノウハウの提供」が31.7％
と最も多く、続いて「現地情報の提供」30.3％、「現地パートナーの紹介」23.9％となっ
ている。

定年を定めていない、且つ65歳以上の希望者を雇用する制度があると答えた企業に、高年
齢者を雇用する目的を尋ねたところ、全産業では「経験や知識の活用」（89.2%）が最も
多く、「スキルやノウハウの伝承」（75.7%）、「若手人材の育成・教育」（41.9%)が続
いている。業種別みると、非製造業で「労働力の確保」が（44.7%）と高くなっている。

３．高年齢者（65歳以上）活用について

定年年齢については、「60歳」（80.3%）との回答が最も多く、次いで「65歳」（13.4%）
であった。（図表26）また、定年後の継続雇用制度は何歳までかとの問いには、「65歳」
（76.1%）、「70歳以上」（8.5%）と続いている。
65歳以上の希望者の雇用制度の有無については、「ある」と「ない」ほぼ同率の回答と
なっている。規模別では、大企業は35.1%、中堅企業62.2%、中小企業52.5%となって、制
度の有無では大企業よりも中堅・中小企業の方が、高い比率となっている。

「65歳以上の希望者を雇用する制度がない」と答えた企業に対し、高年齢者雇用を行わな
い理由について、「処遇制度や評価制度の設計が難しい」が36.9%で最も多く、続いて
「世代交代の停滞」35.4%、「継続雇用後の仕事の確保」33.8%と続いている。
業種別では、製造業も非製造業も「処遇制度や評価制度の設計が難しい」と「世代交代の
停滞」が上位となっている。規模別での回答では、大企業は「継続雇用後の仕事の確
保」、中堅企業では「処遇制度や評価制度の設計が難しい」、中小企業は「世代交代の停
滞」がそれぞれ最も多くなっている。

２. アンケート調査結果概要

[ 総 括 ]

その他
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・

３．高年齢者（65歳以上）活用について

高年齢者雇用を行う上での必要なこととしては、「人事・評価・賃金制度の見直し」
（61.3％）が最も多く、「多様な勤務形態メニュー」（59.9％）、「職場環境の整備」
（31.0％）の順となっている。業種別では、製造業の方が非製造業よりも「職場環境の整
備」が必要とする回答が多かった。規模別では、大企業の方が、「人事・評価・賃金制度
の見直し」において、中堅・中小企業より必要とする回答が多かった。

２. アンケート調査結果概要

[ 総 括 ]

その他
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注) 2021年4～9月(今期)の変化幅は2020年10～3月(前期)との対比、2021年10～3月(見通し)の変化幅は2021年4～9月(今期)との対比。

図表3.2021年度上期の景気判断と見通し

2021年度上期の景気について、景気判断BSI（図表3、※）では13.4となり、前回調査(2020年度下
期）の4.3から上昇している。業種別にみても、製造業が23.9(前回14.6）、非製造業が8.3（前回▲
1.1）と、どちらも上昇している。

2021年上期の景気判断BSI※は、前期から引き続き上昇している。良く
なったと回答した理由として、設備投資の回復が最も多くなってい
る。来期の見通しは、更に改善を見込んでいる。

2021年度上期の景気動向については、前期（2020年度下期）と比べて「良くなった」「やや
良くなった」と答えた企業が33.8%で、「やや悪くなった」「悪くなった」の20.4%を小幅な
がら上回っている。「変わらない」と答えた企業が45.1％となっている。(図表1)

来期（2021年度下期）の見通しについては今期と比べて「良くなる」「やや良くなる」と答
えた企業が57.8％で、「やや悪くなる」「悪くなる」の6.3％を大きく上回っており、更に
改善を見込む企業が多くなっている。（図表2）

図表1.2021年度上期の景気（前期比）

図表2.2021年度下期の景気見通し（今期比）

※景気判断BSI：北陸地域の景気が（「良くなった」「やや良くなった」）―（「悪くなった」「やや悪くなった」）回答社数構成比

規模別にみると、大企業が12.3（前回21.6）、中堅企業が22.2（前回2.3）、中小企業が5.0（▲13.6）と
大企業以外で改善傾向にある。（図表3）

Ⅰ.景気動向
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※景気判断BSI

（「良くなった」「やや良くなった」） - （「悪くなった」「やや悪くなった」）社数構成比 単位：％ポイント

前回調査

2020年10～3月（前期）

景気判断BSI 景気判断BSI 変化幅 景気判断BSI 変化幅

4.3 13.4 9.1 51.4 38.0

製造業 14.6 23.9 9.3 45.7 21.8

非製造業 ▲ 1.1 8.3 9.4 54.1 45.8

大企業 21.6 12.3 ▲ 9.3 56.1 43.8

中堅企業 2.3 22.2 19.9 44.5 22.3

中小企業 ▲ 13.6 5.0 18.6 52.5 47.5

規
　
模

2021年10～3月（見通し）

今回調査

全産業

2021年4～9月（今期）

業
種
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図表5.2020年度上期の景気基調

図表4.景気判断BSIの推移（2004上期～2021上期）

景気判断BSIの推移をみると、2021年上期の景気判断BSIは13.4となり、前回調査（2020年度
下期：4.3）に引き続き上昇している。（図表4）

2021年度上期の景気基調をみると、「すでに回復」「回復基調」と回答した企業は34.5％
（前回29%）となり、「横這い」が52.1％（64.5%）、「下降」が11.3％（5.8%）となってい
る。（図表5）
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現在の景気が「すでに回復」「回復基調」とした企業に、回復した理由を尋ねたところ、
「設備投資の回復」が53.1%と最も多く、次いで「企業利益の回復」（49.0%）、「個人消費
の回復」（38.8%）となっている。（図表6）

現在の景気が「横這い」「下降」とした企業に、景気が悪い理由を尋ねたところ、「新型コ
ロナの影響」が81.1%と大半を占め、「個人消費の低迷」が57.8%、「企業収益の減少」が
31.1%で続いている。（図表7）

図表7.2021年度上期の景気の悪い理由
景気が「横這い」「下降」と回答された企業

図表6.2021年度上期の景気が良い理由（複数回答）
景気が「すでに回復」「回復基調」と回答された企業
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1.7

0.0

3.3

1.7

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

新型コロナの影響

個人消費の低迷

企業収益の減少

設備投資の減少

住宅投資の減少

公共投資の減少

輸出（外需）の減少

米中貿易摩擦の影響

消費税増税の影響

台風被害の影響

その他

無回答

全 産 業(n=90)

製 造 業(n=30)

非製造業 (n=60)

(%)

53.1

49.0

38.8

22.4

12.2

10.2

6.1

8.2

60.0

46.7

33.3

40.0

6.7

6.7

0.0

6.7

50.0

50.0

41.2

14.7

14.7

11.8

8.8

8.8

0 10 20 30 40 50 60 70

設備投資の回復

企業収益の回復

個人消費の回復

輸出の増加

公共投資の効果

住宅投資の増加

経済政策

その他

全 産 業(n=49)

製 造 業(n=15)

非製造業 (n＝34)
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・

図表8.北陸地域の景気が回復に転じる時期
景気が「横這い」「下降」と回答された企業

現在の景気が「横這い」「下降」とした企業に対し、今後回復に転じると予想される時期に
ついて尋ねたところ、「2022年度上期」が33.3%、「2021年度下期」が22.2%、「2022年度下
期」が17.8%となっている。（図表8）

2021下期

22.2%

2022上期

33.3%

2022下期

17.8%

2023上期 以降

16.7%

その他

3.3%
無回答

6.7%

(n=90)
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・

・

・

2021年上期の業績判断BSI※は±0となり、前期より減少した。現在の業績水準
は「良い」（26.0%）とする企業よりも「悪い」（28.9%）とする企業が上回っ
ており、厳しい状況が続いている。

図表9.2021年度上期の業績（前期比）

2021年度上期の業績については、前期（2020年度下期）と比べて「改善した」「やや改善し
た」と答えた企業が30.2％で、「やや悪化した」「悪化した」の30.2%となり、同率となっ
ている。「変わらない」と答えた企業は36.6%となっている。(図表9)

※業績判断BSI：各社の業績が前期より（「改善」「やや改善」）―（「悪化」「やや悪化」）回答社数構成比

来期（2021年度下期）の業績見通しについては、今期と比べて「改善する」「やや改善す
る」と答えた企業が42.2％で、「やや悪化する」「悪化する」の14.8%を27.4ポイント上
回っている。「変わらない」と答えた企業は40.8%となっている。(図表10)

注) 2021年4～9月(今期)の変化幅は2020年10～3月(前期)との対比、2021年10～3月(見通し)の変化幅は2021年4～9月(今期)との対比。

図表11.2021年度上期の業績判断と見通し

図表10.2021年度下期の業績見通し（今期比）

2021年度上期の業績について、業績判断BSIの現状判断は、0.0となり、前回調査（2020年度
下期）の7.3からは減少したが、来期（2021年度下期）の見通しについては27.4（今期0.0）
と改善を見込む企業が上回っている。大企業で28.1（今期12.2）、中堅企業24.4（今期▲
6.7）、中小企業30.0（今期▲10.0）と改善を見込む企業が上回っている。（図表11）

Ⅱ.業績

改善した, 
7.7 

やや改善

した, 22.5 

変わらな

い, 36.6 

やや悪化

した, 23.2 

悪化した, 
7.0 

無回答, 
2.8 

改善する, 
4.2 

やや改善

する, 38.0 

変わらな

い, 40.8 

やや悪化する, 
14.1 

悪化する, 
0.7 

無回答, 2.1 

※業績判断BSI

（「改善」「やや改善」） - （「悪化」「やや悪化」）社数構成比 単位：％ポイント

前回調査

2020年10～3月（前期）

業績判断BSI 業績判断BSI 変化幅 業績判断BSI 変化幅

7.3 0.0 ▲ 7.3 27.4 27.4

製造業 20.8 10.8 ▲ 10.0 37.0 26.2

非製造業 0.0 ▲ 5.2 ▲ 5.2 22.9 28.1

大企業 9.8 12.2 2.4 28.1 15.9

中堅企業 21.0 ▲ 6.7 ▲ 27.7 24.4 31.1

中小企業 ▲ 9.1 ▲ 10.0 ▲ 0.9 30.0 40.0

全産業

業
種

規
　
模

今回調査

2021年4～9月（今期） 2021年10～3月（見通し）
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・

・

図表12.業績判断BSIの推移（2004上期～2021上期）

業績判断BSIの推移をみると、2021年上期の業績判断BSIは、0.0（前回7.3）となった。（図
表12）

現在の業績水準については、「大変良い」「良い」とみている企業が26.0%(前回18.1%)、
「どちらともいえない」とみている企業が43.7％（前回34.1%）、「悪い」「大変悪い」と
みている企業が28.9%(前回46.4%)と、「良い」とみている企業より「悪い」とみている企業
が2.9ポイント上回っている。(図表13)

図表13.現在の業績水準

5.34.8

▲ 0.6

21.5

14.7
15.1

▲ 22.4
▲ 21.7

▲ 46.1

▲ 70.3

▲ 37.8

1.8
10.2

26.8

▲ 12.1

11.9

▲ 2.2▲ 2.2

28.1

39.9

6.1
15.6

18.3

▲ 0.6

▲ 9.5

8.4
16.7

21.0

11.1
4.0

▲ 9.6

▲ 25.9

▲ 62.7

7.3
0.0

▲ 80

▲ 60

▲ 40

▲ 20

0

20

40

60

2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021

2021年

上期

4.3 

2.1 

3.1

2.2 

2.5 

13.8 

23.9 

23.9

24.0

19.3 

22.2 

32.5 

34.1 

43.7 

37.0

46.9

50.9 

37.8 

40.0 

37.0 

20.4 

26.1

17.7

17.5 

24.4 

20.0 

9.4 

8.5 

10.9

7.3

7.0 

13.3 

5.0 

1.4 

1.4 

1.0

3.5 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

前回調査(n=138)

全 産 業 (n=142)

製 造 業 (n=46)

非製造業 (n=96)

大 企 業 (n=57)

中堅企業 (n=45)

中小企業 (n=40)

大変良い 良い どちらとも言えない 悪い 大変悪い 無回答
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・

【業種別】

【規模別】

経営上の課題では、「円滑な資金調達」(66.2%)が最も多く、次いで「国内営業の強化」
(54.9％)、「人材育成・確保」(31.7%)、「新規事業・新商品開発」（26.1％）が続いてい
る。
業種別でみると、製造業でも「円滑な資金調達」（52.2％）が最も多く、非製造業でも「円
滑な資金調達」（72.9％）が最も多くなっている。
規模別でみても、大企業で「円滑な資金調達」（59.6％）が最も多く、中堅企業では「国内
営業の強化」（62.2%)、中小企業では「円滑な資金調達」（85.0%）が最も多くなってお
り、全ての規模の企業で「円滑な資金調達」が課題となっている（図表14)

図表14.経営上の課題（3つまで回答）
(%)

66.2

54.9

31.7

26.1

21.8

16.9

12.7

8.5

4.9

3.5

3.5

2.8

1.4

4.2

52.2

47.8

26.1

37.0

37.0

32.6

6.5

10.9

0.0

6.5

8.7

2.2

4.3

2.2

72.9

58.3

34.4

20.8

14.6

9.4

15.6

7.3

7.3

2.1

1.0

3.1

0.0

5.2

0 10 20 30 40 50 60 70 80

円滑な資金調達

国内営業の強化

人材育成・確保

新規事業・新商品開発

環境問題への対応

働き方改革の推進

感染症対策

海外営業の強化

災害に備えた対策

研究開発

ｻﾌﾟﾗｲﾁｪｰﾝの見直し

コスト削減

デジタル化の推進

その他

全産業(n=142)

製造業(n=46 )

非製造業 (n＝96)

59.6

50.9

33.3

15.8

35.1

15.8

12.3

5.3

3.5

5.3

3.5

5.3

1.8

5.3

57.8

62.2

33.3

33.3

15.6

22.2

11.1

6.7

6.7

4.4

4.4

2.2

2.2

2.2

85.0

52.5

27.5

32.5

10.0

12.5

15.0

15.0

5.0

0.0

2.5

0.0

0.0

5.0

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90

円滑な資金調達

国内営業の強化

人材育成・確保

新規事業・新商品開発

環境問題への対応

働き方改革の推進

感染症対策

海外営業の強化

災害に備えた対策

研究開発

ｻﾌﾟﾗｲﾁｪｰﾝの見直し

コスト削減

デジタル化の推進

その他

大 企 業 (n＝57)

中堅企業 (n＝45)

中小企業 (n＝40)

(%)

11



１．デジタル化の動向について

・

【業種別】

【規模別】

図表15.すでに取り組んでいるデジタル化の分野（複数回答）

すでに取り組んでいるデジタル化の分野としては、「ペーパーレス化」（58.5％）が最も多
く、「テレワーク環境の整備」（57.0％）、「ＲＰＡ（業務の自動化・省力化）」
（35.2％）と続いている。業種別では、製造業では「テレワーク環境の整備」（56.5%)、非
製造業では「ペーパーレス化」（64.6%）がそれぞれ最も多い。（図表15）

58.5

57.0

35.2

31.7

26.1

22.5

22.5

10.6

4.9

45.7

56.5

47.8

26.1

41.3

28.3

17.4

23.9

2.2

64.6

57.3

29.2

34.4

18.8

19.8

25.0

4.2

6.3

0 10 20 30 40 50 60 70

ペーパーレス化

テレワーク環境の整備

ＲＰＡ（業務の自動化・省力化）

サーバーのクラウド化

ＩｏＴ

ＡＩ：（人工知能）

ＥＣ（ｅコマース・電子商取引）

ロボティクス化

その他

全 産 業 (n=142)

製 造 業 (n=46)

非製造業 (n=96)

(%)

64.9

70.2

45.6

35.1

35.1

35.1

26.3

17.5

7.0

48.9

55.6

37.8

26.7

24.4

17.8

20.0

11.1

2.2

60.0

40.0

17.5

32.5

15.0

10.0

20.0

0.0

5.0

0 10 20 30 40 50 60 70 80

ペーパーレス化

テレワーク環境の整備

ＲＰＡ（業務の自動化・省力化）

サーバーのクラウド化

ＩｏＴ

ＡＩ：（人工知能）

ＥＣ（ｅコマース・電子商取引）

ロボティクス化

その他

大 企 業 (n=57)

中堅企業 (n=45)

中小企業 (n=40)

(%)

Ⅲ.その他
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・

【業種別】 全産業 (%)

製造業 (%)

非製造業 (%)

ＡＩの主な活用方法として、「制御」（46.9%）が最も活用されており、次いで「画像認
識」（40.6%）、「推論や最適化」（37.5%）となっている。（図表16）

すでに取り組んでいるデジタル化の分野をＡＩと回答された企業
図表16.ＡＩの活用方法はなんですか（複数回答）

制御（機械・センサー）. 46.9

画像認識（生体認証・監視カメラ）. 40.6
推論や最適化（検索・問題解決）. 37.5

音声認識（ﾁｬｯﾄﾎﾞｯﾄ・ｽﾏｰﾄｽﾋﾟｰ

ｶｰ）. 31.3

文章理解（翻訳・要

約・解析）. 18.8
その他. 0.0

全 産 業 (n=32)

制御（機械・センサー）. 69.2

画像認識（生体認証・監視カメラ）. 30.8

推論や最適化（検索・問題解決）. 
23.1

音声認識（ﾁｬｯﾄﾎﾞｯﾄ・

ｽﾏｰﾄｽﾋﾟｰｶｰ）. 7.7

文章理解（翻訳・要

約・解析）. 23.1
その他. 0.0 製 造 業 (n=13)

制御（機械・センサー）. 31.6

画像認識（生体認証・

監視カメラ）. 47.4

推論や最適化（検索・

問題解決）. 47.4

音声認識（ﾁｬｯﾄﾎﾞｯﾄ・

ｽﾏｰﾄｽﾋﾟｰｶｰ）. 47.4

文章理解（翻訳・要

約・解析）. 15.8

その他. 0.0
非製造業 (n=19)
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・

【業種別】 全産業 (%)

製造業 (%)

非製造業 (%)

ＩoＴの主な活用方法としては、「状態監視」（64.9%）が最も多く、次いで「予知保全」
（40.5%）、さらに「検査データ蓄積」（37.8%）となっている。（図表17）

図表17.ＩoＴの活用方法はなんですか（複数回答）
すでに取り組んでいるデジタル化の分野をＩoＴと回答された企業

状態監視. 64.9

予知保全. 40.5
検査データ蓄積. 37.8

動作検知. 35.1

機器操作. 27.0

その他. 10.8
全 産 業 (n=37)

状態監視. 73.7

予知保全. 47.4検査データ蓄積. 47.4

動作検知. 31.6

機器操作. 15.8

その他. 5.3 製 造 業 (n=19)

状態監視. 55.6

予知保全. 33.3

検査データ蓄積. 27.8

動作検知. 38.9

機器操作. 38.9

その他. 16.7
非製造業 (n=18)
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・

【業種別】 全産業 (%)

製造業 (%)

非製造業 (%)

ロボティクスの活用方法としては、「多関節ロボット（垂直・水平）」(73.3%)が最も多
い。業種別で製造業においても、「多関節ロボット（垂直・水平）」（81.8%）は高い数字
となっている。（図表18）

図表18.ロボティクスの活用方法はなんですか（複数回答）
すでに取り組んでいるデジタル化の分野をロボティクスと回答された企業

多関節ロボット（垂

直・水平）. 73.3

無人搬送車（ＡＧＶ）. 
40.0

協働ロボット. 20.0

自律移動ロボット. 13.3

人型ロボット. 13.3

その他. 20.0
全 産 業 (n=15)

多関節ロボット（垂直・水平）. 81.8

無人搬送車（ＡＧＶ）. 45.5

協働ロボット. 18.2

自律移動ロボット. 9.1

人型ロボット. 9.1
その他. 18.2 製 造 業 (n=11)

多関節ロボット（垂直・水平）. 50.0

無人搬送車（ＡＧＶ）. 
25.0

協働ロボット. 25.0

自律移動ロボット. 
25.0

人型ロボット. 25.0

その他. 25.0
非製造業 (n=4)
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・

【業種別】

【規模別】

今後、取り組むべきデジタル化の分野としては、「ＲＰＡ（業務の自動化・省力化）」
（37.3％）が最も多く、続いて「ペーパーレス化」（30.3％）、「ＡＩ:（人工知能）」
（29.6％）となっている。
規模別では、大企業は「ＡＩ：（人工知能）」(40.4%)で最も多く、中堅企業は「ＲＰＡ
（業務の自動化・省力化）」（37.8%）、中小企業も同じく「ＲＰＡ（業務の自動化・省力
化）」（40.0%）となっている。（図表19）

図表19.今後取り組むべきデジタル化の分野（複数回答）

37.3

30.3

29.6

23.9

14.8

12.7

11.3

9.2

2.8

37.0

26.1

32.6

37.0

8.7

6.5

15.2

15.2

2.2

37.5

32.3

28.1

17.7

17.7

15.6

9.4

6.3

3.1

0 10 20 30 40

ＲＰＡ（業務の自動化・省力化）

ペーパーレス化

ＡＩ：（人工知能）

ＩｏＴ

サーバーのクラウド化

テレワーク環境の整備

ＥＣ（ｅコマース・電子商取引）

ロボティクス化

その他

全 産 業 (n=142)

製 造 業 (n=46)

非製造業 (n=96)

(%)

35.1

33.3

40.4

29.8

10.5

12.3

15.8

15.8

3.5

37.8

28.9

33.3

22.2

20.0

11.1

2.2

4.4

2.2

40.0

27.5

10.0

17.5

15.0

15.0

15.0

5.0

2.5

0 10 20 30 40 50 60 70 80

ＲＰＡ（業務の自動化・省力化）

ペーパーレス化

ＡＩ：（人工知能）

ＩｏＴ

サーバーのクラウド化

テレワーク環境の整備

ＥＣ（ｅコマース・電子商取引）

ロボティクス化

その他

大 企 業 (n=57)

中堅企業 (n=45)

中小企業 (n=40)

(%)
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・

【業種別】 全産業 (%)

製造業 (%)

非製造業 (%)

今後、取り組むべきデジタル化の分野で、ＡＩを選択した企業の中で、最も多かった活用方
法は、「推論や最適化」（45.2％）が最も多く、続いて「画像認識」（35.7％）、同率で
「制御」（35.7％）となっている。（図表20）

図表20.ＡＩの活用方法はなんですか（複数回答）
今後取り組むべきデジタル化の分野をＡＩと回答された企業

推論や最適化（検索・問題解決）. 45.2

画像認識（生体認証・

監視カメラ）. 35.7
制御（機械・センサー）. 35.7

音声認識（ﾁｬｯﾄﾎﾞｯﾄ・

ｽﾏｰﾄｽﾋﾟｰｶｰ）. 28.6

文章理解（翻訳・要

約・解析）. 23.8

その他. 7.1 全 産 業 (n=42)

推論や最適化（検索・問題解決）. 
33.3

画像認識（生体認証・

監視カメラ）. 40.0

制御（機械・セン

サー）. 53.3

音声認識（ﾁｬｯﾄﾎﾞｯﾄ・

ｽﾏｰﾄｽﾋﾟｰｶｰ）. 13.3

文章理解（翻訳・要

約・解析）. 0.0

その他. 6.7 製 造 業 (n=15)

推論や最適化（検索・問題解決）. 51.9

画像認識（生体認証・

監視カメラ）. 33.3

制御（機械・セン

サー）. 25.9

音声認識（ﾁｬｯﾄﾎﾞｯﾄ・

ｽﾏｰﾄｽﾋﾟｰｶｰ）. 37.0

文章理解（翻訳・要

約・解析）. 37.0

その他. 7.4
非製造業 (n=27)
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・

【業種別】 全産業 (%)

製造業 (%)

非製造業 (%)

今後、取り組むべきデジタル化の分野で、ＩoＴを選択した企業の中で、最も多かった活用
方法は、「状態監視」（58.8％）が最も多く、続いて「予知保全」（41.2％）、「検査デー
タ蓄積」（35.3％）となっている。（図表21）

図表21.ＩoＴの活用方法はなんですか（複数回答）
今後取り組むべきデジタル化の分野をＩoＴと回答された企業

状態監視. 58.8

予知保全. 41.2検査データ蓄積. 35.3

動作検知. 29.4

機器操作. 20.6

その他. 8.8 全 産 業 (n=34)

状態監視. 47.1

予知保全. 41.2
検査データ蓄積. 

58.8

動作検知. 17.6

機器操作. 11.8

その他. 5.9 製 造 業 (n=17)

状態監視. 70.6

予知保全. 41.2

検査データ蓄積. 11.8

動作検知. 41.2

機器操作. 29.4

その他. 11.8
非製造業 (n=17)
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・

【業種別】 全産業 (%)

製造業 (%)

非製造業 (%)

今後、取り組むべきデジタル化の分野で、ロボティクスを選択した企業の中で、最も多かっ
た活用方法は、「無人搬送車」（69.2％）が最も多く、続いて「協働ロボット」
（38.5％）、「多関節ロボット」（30.8％）となっている。（図表22）

図表22.ロボティクスの活用方法はなんですか（複数回答）
今後取り組むべきデジタル化の分野をロボティクスと回答された企業

無人搬送車（ＡＧＶ）. 
69.2

協働ロボット. 38.5
多関節ロボット（垂

直・水平）. 30.8

自律移動ロボット. 
23.1

人型ロボット. 15.4

その他. 23.1

全 産 業 (n=13)

無人搬送車（ＡＧＶ）. 57.1

協働ロボット. 42.9

多関節ロボット（垂

直・水平）. 42.9

自律移動ロボット. 0.0

人型ロボット. 14.3

その他. 14.3
製 造 業 (n=7)

無人搬送車（ＡＧＶ）. 83.3

協働ロボット. 33.3

多関節ロボット（垂

直・水平）. 16.7

自律移動ロボット. 
50.0

人型ロボット. 16.7

その他. 33.3
非製造業 (n=6)
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２．貴社の国際化（※）について
（※貿易取引や海外企業との提携、海外進出など幅広い企業活動を指す）

・

・

・

・

・

・ 国際化を進める上で、行政や経済団体に望むことは、「情報・ノウハウの提供」が31.7％と
最も多く、続いて「現地情報の提供」30.3％、「現地パートナーの紹介」23.9％となってい
る。（図表27）

図表23.国際化について

生産拠点・市場としてはベトナムが最も有望な進出先とみている。
国際化の人材不足が大きな課題となっている。

今後、国際化について「拡大する」と答えた企業は28.9％（前回30.6％【2019年10月調
査】）、「現状維持」は28.2%（前回22.3％）、「今後とも国際化には取り組まない」は
32.4％（前回「検討していない」46.5％）であった。（図表23）

業種別に見ると「拡大する」と答えた企業は製造業で37.0%であるのに対し、非製造業では
25.0%と製造業の方が「拡大する」とする企業が多い。また、企業の規模別に見ると大企業
が42.1%、中堅企業が24.4%、中小企業が15.0%と規模が大きいほど「拡大する」と回答して
いる比率が高い。（図表23）

国際化を進める上での障壁、課題は「国際化対応人材の不足」が52.1％と最も多く、続いて
「情報・ノウハウの不足」と「現地パートナーの確保」が同率で31.7％、「進出先の政情不
安」21.8％となっている。（図表26）

今後5年程度で、生産拠点として有望な国・地域について、ベスト３はベトナム
（26.8％）、中国（20.4％）、インド（16.9％）となった。（図表24）前回【2019年10月調
査】はベトナム（21.7%）、インド（10.8%）、タイ（8.3%）となっていた。

今後5年程度で、市場として有望な国・地域について、ベスト３はベトナム（28.2％）、タ
イ（11.3％）、インド（9.9％）となった。（図表25）前回【2019年10月調査】はインド
（15.9%）、ベトナム（15.3%）、中国（12.7%）となっていた。

Ⅲ.その他

（2019年10月）
30.6

28.9

37.0

25.0

42.1

24.4

15.0

0.0

2.8

0.0

4.2

1.8

4.4

2.5

22.3

28.2

26.0

22.2

0.6

1.4

4.3

0.0

0.0

2.2

2.5

46.5

32.4

21.7

37.5

10.5

40.0

55.0

0.0

6.3

4.3

7.3

7.0

6.7

5.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

前回調査(n=157)

全 産 業 (n=142)

製 造 業 (n=46)

非製造業 (n=96)

大 企 業 (n=57)

中堅企業 (n=45)

中小企業 (n=40)

さらに拡大・推進する あらたに取り組みたい 現状を維持する

縮小・撤退が必要と考えている 今後とも国際化には取り組まない 無回答
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２．貴社の国際化（※）について
（※貿易取引や海外企業との提携、海外進出など幅広い企業活動を指す）

図表24．生産拠点として有望な国・地域（複数回答可） 図表25．市場として有望な国・地域（複数回答可）

◎その他 ◎その他
　・アフリカ 　・アフリカ

・オセアニア ・オセアニア

参考:生産拠点として有望な国・地域（3つまで） 市場として有望な国・地域（3つまで）
【2019年10月調査資料】 【2019年10月調査資料】

◎その他 ◎その他
　・オーストラリア ・オーストラリア

・ケニア ・ケニア

Ⅲ.その他

(%)(%)

26.8 

20.4 

16.9 

14.1 

13.4 

12.7 

10.6 

8.5 

4.9 

3.5 

2.8 

2.8 

2.8 

2.8 

2.8 

2.1 

0.0 

0.0 

0.0 

5.6 

0 5 10 15 20 25 30

ベトナム

中国

インド

インドネシア

米国

タイ

台湾

欧州

シンガポール

ミャンマー

韓国

マレーシア

フィリピン

ロシア

メキシコ

カンボジア

ラオス

ブルネイ

バングラデシュ

その他

回答数＝142

28.2

11.3

9.9

9.2

8.5

7.0

6.3

4.2

3.5

3.5

2.8

2.1

1.4

1.4

1.4

0.7

0.7

0.0

0.0

5.6

0 10 20 30

ベトナム

タイ

インド

インドネシア

中国

米国

マレーシア

ミャンマー

カンボジア

欧州

フィリピン

台湾

シンガポール

バングラデシュ

メキシコ

韓国

ラオス

ブルネイ

ロシア

その他

回答数=142

21.7
10.8

8.3

7

5.1

5.1

3.2
3.2

2.5
2.5

1.9

1.9

1.9

1.3

0.6

0.6

0.6

0

0

2.5

0 5 10 15 20 25

ベトナム

インド
タイ

中国
インドネシア

米国
マレーシア

ミャンマー
カンボジア

シンガポール
台湾

フィリピン

欧州
バングラデシュ

韓国
ラオス

メキシコ
ブルネイ

ロシア
その他

回答数＝157

15.9
15.3

12.7

8.9

8.9

4.5

4.5
4.5

4.5
3.2

3.2

2.5

1.9

1.9

0.6

0.6

0.6

0

0

2.5

0 10 20

インド
ベトナム

中国
インドネシア

米国
台湾
タイ

ミャンマー
欧州
韓国

ロシア
マレーシア
カンボジア

シンガポール
フィリピン
ブルネイ

バングラデシュ
ラオス

メキシコ
その他

回答数=157

(％) (％)
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２．貴社の国際化（※）について
（※貿易取引や海外企業との提携、海外進出など幅広い企業活動を指す）

◎その他
・人材採用、人材育成及びこれらの制度設計　・現地国における外資規制
・製品に国際競争力が無い

図表26.国際化を進める上での障壁、課題（複数回答可）

図表27.国際化を進める上で、行政や経済団体に望むこと（複数回答可）

Ⅲ.その他

52.1

31.7

31.7

21.8

9.2

7.7

7.0

6.3

5.6

5.6

0 10 20 30 40 50

国際化対応人材不足

情報・ノウハウの不足

現地パートナーの確保

進出先の政情不安

海外での認知度不足

日本との外交関係

米中貿易摩擦の影響

資金調達

貿易手続き・関税障壁

その他

回答数=142

31.7

30.3

23.9

23.2

20.4

9.2

8.5

7.7

7.0

2.1

0 10 20 30

情報・ノウハウの提供

現地情報の提供

現地パートナーの紹介

人材育成支援

販路確保・拡大支援

自由貿易協定の締結

進出先との関係改善

資金調達支援

経済交流会議の開催

その他

回答数=142

(%)

(%)
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３．高年齢者（65歳以上）活用について

・ 定年年齢については、「60歳」（80.3%）との回答が最も多く、次いで「65歳」（13.4%）で
あった。（図表28）また、定年後の継続雇用制度は何歳までかとの問いには、「65歳」
（76.1%）、「70歳以上」（8.5%）と続いている。（図表29）

図表29.定年後の継続雇用制度は何歳まで

図表28.定年の年齢

Ⅲ.その他

80.3 

78.3

81.3

77.2 

91.1 

72.5 

2.8 

2.2

3.1

5.3 

0.0 

2.5 

13.4 

17.4

11.5

12.3 

8.9 

20.0 

0.0 

0.0

0.0

0.0 

0.0 

3.5 

4.2

5.3 

5.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全 産 業 (n=142)

製 造 業 (n=46)

非製造業 (n=96)

大 企 業 (n=57)

中堅企業 (n=45)

中小企業 (n=40)

60歳 61歳～64歳 65歳 66歳以上 定年は定めてない

76.1 

80.4

74.0

82.5 

82.2 

60.0 

7.7 

4.3

9.4

3.5 

8.9 

12.5 

8.5 

8.7

8.3

5.3 

4.4 

17.5 

4.2 

4.3

4.2

3.5 

4.4 

5.0 

3.5 

2.2

4.2

5.3 

0.0 

5.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全 産 業 (n=142)

製 造 業 (n=46)

非製造業 (n=96)

大 企 業 (n=57)

中堅企業 (n=45)

中小企業 (n=40)

65歳 66歳～69歳 70歳以上 継続雇用制度は利用していない 無回答
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３．高年齢者（65歳以上）活用について

・ 65歳以上の希望者の雇用制度の有無については、「ある」と「ない」ほぼ同率の回答となっ
ている。
規模別では、大企業は35.1%、中堅企業62.2%、中小企業52.5%となって、制度の有無では大
企業よりも中堅・中小企業の方が、高い比率となっている。（図表30）

図表30.65歳以上の希望者の雇用制度の有無

Ⅲ.その他

48.6 

56.5

44.8

35.1 

62.2 

52.5 

45.8 

39.1

49.0

57.9 

35.6 

40.0 

5.6 

4.3

6.3

7.0 

2.2 

7.5 

11

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全 産 業 (n=142)

製 造 業 (n=46)

非製造業 (n=96)

大 企 業 (n=57)

中堅企業 (n=45)

中小企業 (n=40)

ある ない 無回答
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３．高年齢者（65歳以上）活用について

・

【業種別】

【規模別】

定年を定めていない、且つ65歳以上の希望者を雇用する制度があると答えた企業に、高年齢
者を雇用する目的を尋ねたところ、全産業では「経験や知識の活用」（89.2%）が最も多
く、「スキルやノウハウの伝承」（75.7%）、「若手人材の育成・教育」（41.9%)が続いて
いる。業種別みると、非製造業で「労働力の確保」が（44.7%）と高くなっている。（図表
31）

図表31.65歳以上の高年齢者雇用を行う目的（複数回答）
定年は定めていない、且つ65歳以上の希望者を雇用する制度があると答えた企業

(%)

(%)

Ⅲ.その他

89.2

75.7

41.9

37.8

18.9

14.9

10.8

5.4

4.1

1.4

1.4

85.2

81.5

44.4

25.9

14.8

11.1

3.7

3.7

3.7

0.0

0.0

91.5

72.3

40.4

44.7

21.3

17.0

14.9

6.4

4.3

2.1

2.1

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

経験や知識の活用

スキルやノウハウの伝承

若手人材の育成・教育

労働力の確保（若年者を採用できな…

高年齢者が持つ人脈の活用

中高年社員のモチベ―ションアップ

改正高年齢者雇用安定法の順守

低賃金の労働力確保

企業イメージの向上

その他

無回答

全 産 業 (n=74)

製 造 業 (n=27)

非製造業 (n=47)

95.7

87.0

43.5

47.8

17.4

17.4

17.4

0.0

0.0

0.0

0.0

92.9

78.6

46.4

21.4

28.6

21.4

10.7

7.1

7.1

0.0

0.0

78.3

60.9

34.8

47.8

8.7

4.3

4.3

8.7

4.3

4.3

4.3

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

経験や知識の活用

スキルやノウハウの伝承

若手人材の育成・教育

労働力の確保（若年者を採用できな…

高年齢者が持つ人脈の活用

中高年社員のモチベ―ションアップ

改正高年齢者雇用安定法の順守

低賃金の労働力確保

企業イメージの向上

その他

無回答

大 企 業 (n=23)

中堅企業 (n=28)

中小企業 (n=23)
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３．高年齢者（65歳以上）活用について

・

【業種別】

【規模別】

図表32.65歳以上の高年齢者雇用を行わない理由（複数回答）
65歳以上の希望者を雇用する制度がないと答えた企業

「65歳以上の希望者を雇用する制度がない」と答えた企業に対し、高年齢者雇用を行わない
理由について、「処遇制度や評価制度の設計が難しい」が36.9%で最も多く、続いて「世代
交代の停滞」35.4%、「継続雇用後の仕事の確保」33.8%と続いている。
業種別では、製造業も非製造業も「処遇制度や評価制度の設計が難しい」と「世代交代の停
滞」が上位となっている。
規模別での回答では、大企業は「継続雇用後の仕事の確保」、中堅企業では「処遇制度や評
価制度の設計が難しい」、中小企業は「世代交代の停滞」がそれぞれ最も多くなっている。
（図表32）

(%)

(%)

Ⅲ.その他

36.9

35.4

33.8

21.5

21.5

20.0

16.9

7.7

15.4

0.0

38.9

38.9

33.3

5.6

22.2

16.7

22.2

0.0

16.7

0.0

36.2

34.0

34.0

27.7

21.3

21.3

14.9

10.6

14.9

0.0

0 10 20 30 40 50

処遇制度や評価制度の設計が難

しい

世代交代の停滞

継続雇用後の仕事の確保（ふさわ

しい仕事がない）

高年齢のﾓﾁﾍﾞｰｼｮﾝの維持・向上

が困難

新規採用により労働力が確保でき

ている（若年者の採用ができて…

職場（若・壮年層）のﾓﾁﾍﾞｰｼｮﾝの

低下

労働力として不安定（病気や労災

事故のリスクが高い 等）

高齢者人件費の負担

その他

無回答

全 産 業 (n=65)

製 造 業 (n=18)

非製造業 (n=47)

30.3

33.3

36.4

18.2

27.3

21.2

12.1

9.1

18.2

0.0

43.8

25.0

25.0

18.8

18.8

6.3

18.8

6.3

25.0

0.0

43.8

50.0

37.5

31.3

12.5

31.3

25.0

6.3

0.0

0.0

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

処遇制度や評価制度の設計が難

しい

世代交代の停滞

継続雇用後の仕事の確保（ふさわ

しい仕事がない）

高年齢のﾓﾁﾍﾞｰｼｮﾝの維持・向上

が困難

新規採用により労働力が確保でき

ている（若年者の採用ができて…

職場（若・壮年層）のﾓﾁﾍﾞｰｼｮﾝの

低下

労働力として不安定（病気や労災

事故のリスクが高い 等）

高齢者人件費の負担

その他

無回答

大 企 業 (n=33)

中堅企業 (n=16)

中小企業 (n=16)
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３．高年齢者（65歳以上）活用について

・ 2021年4月に改正高年齢者雇用安定法が施行されたことで、70歳までの就業確保措置を講じ
ることが「努力義務」となったことに対し「知っている」と回答した企業は90.8%であっ
た。
規模別であっても大企業が94.7％、中堅企業が93.3％、中小企業が82.5％と、大半の企業は

図表33.改正高年齢者雇用安定法の施行により、70歳までの就業確保措置が努力義務であることの認識の有無

Ⅲ.その他

90.8 

89.1

91.7

94.7 

93.3 

82.5 

8.5 

10.9

7.3

5.3 

6.7 

15.0 

0.7 

0.0

1.0

0.0 

0.0 

2.5 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全 産 業 (n=142)

製 造 業 (n=46)

非製造業 (n=96)

大 企 業 (n=57)

中堅企業 (n=45)

中小企業 (n=40)

知っている 知らない 無回答
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３．高年齢者（65歳以上）活用について

・

【業種別】

【規模別】

図表34.高年齢者雇用についての対応内容（複数回答）
改正高年齢者雇用安定法が施行され、70歳までの就業確保措置を講じることが「努力義務」となったことを知っていると答え
た企業

高年齢者雇用について、改正高年齢者雇用安定法の施行があり、70歳までの就業確保措置
の努力義務について、「知っている」と答えた企業が、高年齢者雇用の対応については
「何もしていない」が最も多く（52.7%）だった。（図表34）

(%)

(%)

Ⅲ.その他

20.9

3.1

2.3

0.8

0.0

17.1

52.7

4.7

26.8

2.4

2.4

2.4

0.0

17.1

43.9

4.9

18.2

3.4

2.3

0.0

0.0

17.0

56.8

4.5

0 10 20 30 40 50 60

70歳までの継続雇用制度（再雇用

制度・勤務延長制度）

70歳まで継続的に業務委託契約

を締結

定年制の廃止

70歳まで継続的に社会貢献活動

の事業に従事できる制度の導入

70歳までの定年引き上げ

その他

何もしていない

無回答

全 産 業 (n=129)

製 造 業 (n=41)

非製造業 (n=88)

13.0

3.7

3.7

0.0

0.0

25.9

50.0

5.6

38.1

4.8

0.0

0.0

0.0

11.9

45.2

2.4

12.1

0.0

3.0

3.0

0.0

9.1

66.7

6.1

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

70歳までの継続雇用制度（再雇用

制度・勤務延長制度）

70歳まで継続的に業務委託契約

を締結

定年制の廃止

70歳まで継続的に社会貢献活動

の事業に従事できる制度の導入

70歳までの定年引き上げ

その他

何もしていない

無回答

大 企 業 (n=54)

中堅企業 (n=42)

中小企業 (n=33)
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３．高年齢者（65歳以上）活用について

・ 高年齢者雇用について、改正高年齢者雇用安定法の施行があったが、現在その対応を「何も
していない」と回答した企業は、「今後の対応について」の質問には「状況を見て対応して
いく」と回答し、57.5%で最も多かった。（図表35）

図表35.今後の高年齢者雇用についての対応内容
70歳まで就業確保措置を講じることの「努力義務」を知らない、且つ改正高年齢者雇用安定法の施行に関し、何もしていないと答えた企業

Ⅲ.その他

5.0 

13.0

1.8

3.3 

4.5 

7.1 

28.8 

30.4

28.1

23.3 

27.3 

35.7 

57.5 

56.5

57.9

66.7 

63.6 

42.9 

1.3 

0.0

1.8

0.0 

0.0 

3.6 

1.3 

0.0

1.8

0.0 

4.5 

0.0 

2.5 

0.0

3.5

3.3 

0.0 

3.6 

3.8 

0.0

5.3

3.3 

0.0 

7.1 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全 産 業 (n=80)

製 造 業 (n=23)

非製造業 (n=57)

大 企 業 (n=30)

中堅企業 (n=22)

中小企業 (n=28)

積極的に対応していく 法定義務の範囲内で対応していく

状況を見て対応していく 対応しない

わからない その他

無回答
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３．高年齢者（65歳以上）活用について

・

【業種別】

【規模別】

高年齢者雇用を行う上での必要なこととしては、「人事・評価・賃金制度の見直し」
（61.3％）が最も多く、「多様な勤務形態メニュー」（59.9％）、「職場環境の整備」
（31.0％）の順となっている。
業種別では、製造業の方が非製造業よりも「職場環境の整備」が必要とする回答が多かっ
た。規模別では、大企業の方が、「人事・評価・賃金制度の見直し」において、中堅・中小
企業より必要とする回答が多かった。（図表36）

図表36.高年齢者雇用を行う上での必要なこと（複数回答）

(%)

(%)

Ⅲ.その他

61.3

59.9

31.0

27.5

14.8

2.8

2.1

56.5

54.3

45.7

30.4

10.9

4.3

2.2

63.5

62.5

24.0

26.0

16.7

2.1

2.1

0 10 20 30 40 50 60 70

人事・評価・賃金制度の見直し

多様な勤務形態メニュー（短時

間、在宅勤務、副業・兼業の認…

職場環境の整備（加齢に伴う身

体・精神機能の低下を補う設備…

人件費の増加への対応

高年齢者へのリカレント教育（IT等

新技術、新知識の取得）

その他

無回答

全 産 業 (n=142)

製 造 業 (n=46)

非製造業 (n=96)

70.2

57.9

24.6

31.6

17.5

3.5

5.3

55.6

68.9

24.4

22.2

17.8

2.2

0.0

55.0

52.5

47.5

27.5

7.5

2.5

0.0

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

人事・評価・賃金制度の見直し

多様な勤務形態メニュー（短時間、

在宅勤務、副業・兼業の認定等）

職場環境の整備（加齢に伴う身

体・精神機能の低下を補う設備等）

人件費の増加への対応

高年齢者へのリカレント教育（IT等

新技術、新知識の取得）

その他

無回答

大 企 業 (n=57)

中堅企業 (n=45)

中小企業 (n=40)
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